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1．戦申・戦後の外国銀行
　1941（昭和16）年7月，米国，英国，オランダはそれぞれ自国領上内の日本
資産を凍緒したが，同年12月8日太平洋戦争に突入すると，わが国政府は，12
月23日「敵産管理法」（昭和！6年法第99号）に基づいて，米，英，オランダ系
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第8表　開戦時の外国銀行在日支店
　　　　　　　（工941年12月1日現在）
国名 外国銀行 支店名 開設年月
米国 紐育ナショナル・シテイ銀行 東京 1927，1英　国 香港上海銀行 東京 1924，11敵 ク 横浜 1866．5
〃 神戸 1870．5
性 〃 チャータード銀行 横浜 ユ880．8
〃 神戸 1895．2
国 オランダ 和　蘭　銀　行 神戸 ユ920．3
〃 蘭印商業銀行 東京 ユ926．2
〃 神戸 ユ920．6
非 フランス 日　仏　銀　行 東京 ユ9ユ2．1工
〃
敵 神戸 1927．7
性 中　国 中　国　銀　行 大阪 193ユ．9
国 満州 満州中央銀行 東京 1937，9フランス 印度支那銀行 横浜 1941．7
（出典）拙稿「戦前期の在日外国銀行」（下）（『早稲田商学』第366・367
　合併号，1996年1月）
の銀行を日本側の管理下におき，その財産管理人に横浜正金銀行を任命した。
開戦時に，日本国内（外地を除く）に支店を開設していた外国銀行は，9行
14ヵ店であった（第8表参照）。このうち，米，英，オランダ系の5行9ヵ店
は敵産管理法の適用を受け，事実上業務を停止した。しかし，フランス系，中
国系，「満州」系の銀行はもとより戦時中も営業を続行した。また，戦時中に，
満州興業銀行（1936年設立，本店新京），ドイッ東亜銀行（Deutsche　Bank　Fur
Ostasien　A－G．！943年設立，本店ベルリン）の2行が新たに東京支店を開設し
たほか印度支那銀行（Banque　de　rIndochine，1875年設立，本店パリ）が支店を
横浜から東京へ移転した㈱。
1945（昭20）年8月15日，日本は無条件降服し，連合国最高司令官
（Supreme　Commander　for　the　Allied　Powers；SCAP）の管理下に入った。同年
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第9表終戦時に営業していた外国銀行の帰趨
35
　閉鎖指定（根　拠　法　令） 閉鎖指定解除（根拠　法　令） 清算日（清算形態）
満州中央銀行（東京支店） 　　1945，930（灘鵠羅雛） 1947．5．1（特殊清算）
満州興業銀行（東京支店） ユ945．9．30（上に同じ） 19垂7．5．ユ（特殊清算）
ドイッ東重銀行（東京支店） ユ945．9．30（上に同じ） 　1948921（薯灘鱗蓼）
中国銀行（大阪支店） 1945．9，30（上に同じ） 　1947417（鑑簸）
　　日仏銀行（東京・神戸支店） 1945．9，30（上に同じ）
1946．4．25 （別途清算）
印度支那銀行（東京支店）
■ ■ （別途清算）
（資料）閉鎖機関整理委員会編『占領期閉鎖機関とその特殊清算』昭和29年
9月30日，SCAPは，「外地銀行，外国銀行及び特別戦時金融機関閉鎖に関す
る覚書」（SCAPIN－74）を政府に示達した。金融機関関連の指令第1号である。
これをうけて政府は，1945年10月26日大蔵・外務・内務・司法省令第1号を発
し，外国銀行5行（満州中央銀行，申国銀行，日仏銀行，満州興業銀行，ドイ
ッ東亜銀行），外地銀行（台湾銀行，朝鱒銀行など），及び特別戦時金融機関
（戦時金融金庫など）を閉鎖した。外国銀行のうち，印度支那銀行のみは，閉
鎖を免れたものの，日本銀行の管理下におかれた。
　これら外国銀行6行のその後の帰趨は必ずしも同じではない。すなわち，満
州中央銀行及び満州興業銀行は1947隼5月に特殊清算となった。日仏銀行
（Banque　Franco　Japomise．1912年設立，本店パリ），中国銀行及びドイッ東亜
銀行はその後に閉鎖指定を解除されたが，ドイッ東亜銀行の財産は処分のうえ，
日本銀行に設けられた「違合軍預託金口座」へ振り込まれ，日仏銀行は別途清
算された。印度支那銀行も別途清算となったが，中国銀行と共に，後にSCAP
の認可をえて，在日支店を再開することとなる。これらの経緯を表にまとめた
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のが第9表である蜘。
　一方，戦時中に敵産管理法の適用をうけて横浜正金銀行の管理下にあった外
国銀行5行に対しては，戦後，横浜正金銀行が閉鎖されたため，1946年7月31
日，日本銀行がこれらの銀行の財産管理人に指定された㈱。日本銀行が管理し
ていた外国銀行財産の内訳は第10表に示した通りであるが，これら財産は1951
年12月24日までにすべて返還された㈱。
第10表　日本銀行管理下の外国銀行在日支店資産・負債
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1946年末現在，単位円）
資　　　産 合 負　　　債
管理’｛ その他 計 預金 その他
紐育ナショナル・シテイ
銀行東京支店（注） 1，371，3782，758，4094，129，7873，174，166 955，621
香港上海銀行
東京支店 177，355226，404403，759206，698ユ97，061
横浜支店 1，195，912 202，757ユ，398，669 141，7321，256，937
神戸支店 2，179，623，577，355，756，9781，323，6264，433，352
小　計 3，552，8904，006，5167，559，4061，672，0565，887，350
チャータード銀行
横浜支店 354，025358，415712，440428，190284，250
神戸支店 712，8243，637，7514，350，5752，279，3462，071，229
小　計 1，066，8493，996，1665，063，0152，707，5362，355，479
和蘭銀行神戸支店 552，3742，595，173，147，547304，6952，842，852
蘭印商業銀行
東京支店 95，175 24ユ，385336，560 4，985 331，575
神戸支店 192，1501，678，5501，870，700 52，6251，8ユ8，075
小　計 287，3251，919，9352，207，260 57，6102，149．650
合　計 6，830，81615，276，19922，107，0157，9ユ6，06314，ユ90，952
（注）同行の支店再関費用として，1945年12月一46年7月迄に返還された90万円は含まない。
（出典）日本銀行r日本銀行沿章剋第4集　第15巻　389ぺ一ジむ
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　戦時中に，敵性国の銀行ゆえに，営業停止を余儀なくされていた米，英，オ
ランダ系の銀行も，戦後自動的に営業再開が認められたわけではない。戦後の
日本はすべてがSCAPの管理下におかれたため，日本における外国銀行の業
務再開のためにはSCAPのライセンス（1icense，認可）を必要とした。
　1945（昭和20）年9月，日本へ進駐した連合国軍は，当初軍票の使用を予定
しており，同月6日，「B号円表示軍票（B円軍票）の使用に関する覚書」
（SCAPIN－8）を発したものの，日本側の強い要請をうけて，緒局，日本国内
における軍票使用を断念した。しかし，米軍人の墓本給は米ドルで支払われて
いたため，米ドルの保管・送金を扱う銀行が必要とされた。
2．外国銀行の支店再開
（A）紐育ナショナル・シティ銀行の支店再開
　こうした状況下，紐育ナショナル・シティ銀行（National　City　Bank　of　New
York，1812年設立，本店ニューヨーク）は1945年ユ0月，米国政府に，東京支店
の再開をすみやかに認許されるよう要請した。翌年3月，米国政府は紐育ナ
ショナル・シティ銀行東京支店再開を承認した。但し，一般商業銀行業務は認
められず，業務範囲は下記事項に隈定された㈱。
①合衆国政府公金の保管
②占領軍構成員からの預金受入れ
③公共の，または慈善的資金の被仕向送金を交換した円の預金受入れ
④合衆国政府機関による民需物資売却代金の預託
⑤保護預かり業務
　かくて，紐育ナショナル・シティ銀行に対して，1946年5月25日，SCAPの
ライセンスが発給され，同年7月22日東京支店が開設された鰯。これに先だち，
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SCAPは，7月16日，このことを公表した鯛。東京支店長に就任したチェンバ
レン（L．W．ChaInberlain）は支店の業務について次のように述べている㈹。
①含衆国軍人及び特に許された者のみを取引対象とする
②顧客は給与を米ドルで預金できるが，円の預金は扱わない
③顧客は合衆国あて電信または郵便為替を取組むことができるほか通常の銀
　行サービスを受けるが，軍の規則の範囲内に限定される
　また，紐育ナショナル・シテイ銀行は，東只支店開設と同時に日本銀行本店
に当座預金口座を開設すべく，7月18日，下記のような願を，SCAPの支店開
設認可を添えて，日本銀行へ提出した包1〕。
　　　　　　当座預金勘定開設願
　　今般聯合軍最高司令部ノ命二依リ幣行東京支店開設来ル7月22
　日開店可致侯二付テハ手形交換所加盟等ノ都合上貴行ト当座勘定
　相開キ度侯問御詮議ノ上御承諾被下度此段及御通知候也
　　昭和21年7月18日
　　　　　　　　　　　　　東京都麹町区大手町2丁目4番地
　　　　　　　　　　　　　紐育ナショナル・シチー銀行東京支店
　　　　　　　　　　　　　支配人
　　日本銀行総裁　殿
　General　Headquarters
　Supreme　Commander　for　the　AI1ied　Powers　Apo500
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25May1946
　Mr．L．W．Chamberlain
　Manager，Tokyo　Branch，
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Nationa1City　Bank　of　New　York．
c／o　Mitsubishi　Shqji　Building　Tokyo．
Dear　Sir：
　Reference　is　made　to　application　of24Apri11946for　permission
to　reopen　the　Tokyo　Branch　of　the　Nationa1City　Bank　of　New　York．
Authorization　is　hereby　granted　to　reopen　the　branch　for　the　purposes
and　subject　to　the　conditions　outlined　in　Washington　radiogram
W－82130of28March旦946．
　For　the　Supreme　Commander：
　　　　　　　　（S）B．M．FITCH
　　　　　　　　Brigadier　General．AGD．
　　　　　　　　　　　　Adjutant　Genera1
　　　　　　　　　　　　　Gordon　D．Osborn，Major　FD
　1947年1月，SCAPは紐育ナショナル・シティ銀行東京支店の業務範囲が次
のように拡大される旨発表した幽。
①取引対象が，米国軍人等から連合国軍人及びその家族に拡大される
②合衆国からの送金受入れが認められる
③ドルの当座預金への受入れ，軍票または円貨による引出しが認められる
　（その場合の交換レートは1ドルニ15円）
④旅行小切手，合衆国財務省小切手，郵便為替を受け入れる
⑤個人小切手の取立てに応じる
（B）印度支那銀行の支店再開
紐育ナショナル・シティ銀行に続いて， フランス系の印度支那銀行
　　　　　　　　　　　453
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（Banque　de　rIndochine，1875年設立，本店パリ）が，1946年10月26日に
SCAPのライセンスを取得し，翌47年5月19日に東京支店を關設した㈱。
　印度支那銀行東京支店の業務は，SCAPの認めるフランス人または同国機関
の占領活動に関違した預金に限られる。しかもすべて円建取引に限定されてお
り，一般商業銀行業務は禁止されていた。この時点では，日本人との取引，外
国為替業務や輸出入金融業務，海外からの被仕向送金の預金への入金，あるい
は連合国や中立国の戦前財産の回収を代行することなどは認められていなかっ
た。
　印度支那銀行東京支店は1947年7月18日日本銀行本店に当座預金勘定を開設
した㈱。
　終戦直後は，援助輸入や緊急輸入などを中心とする国営貿易（日本側は貿易
庁が窓口となり，対外的にはSCAPが取引の当事者となった）であったが，
戦後2年を経た，1947年8月15日，制限付民問貿易が再開された。その結果，
日本の業者は外国の業者と直接商談が可能となったが，依然として契約の当事
者となることは認められなかった。
3．制限付民闘貿易の再開
（A）英・蘭系4行の支店再開
　戦後およそ2年経過した，1947年7月2日，SCAPは新たに英・蘭系4行に
在日支店の再開を認可した。英系の香港上海銀行（H㎝gko㎎and　Sha㎎hai
Banki㎎Corporati㎝，1865年設立，本店香港）とチャータード銀行（Chartered
Bank　of　India，Australia　and　China，1863年設立，本店ロンドン），オランダ系
の蘭印商業銀行（Neder1andsch　Indishe　Handelsbank，英訳名Netherlands　India
Ccmmercial　B劃nk，1863年設立，本店アムステルダム）の各東京支店，及びオ
ランダ系の和蘭銀行（Nederlandsche　Hande1－Maatschappij，N．V．，英訳名
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Nether1ands　Tradi㎎Society，1824年設立，本店アムステルダム）大阪支店がそ
れである㈲。
　認可条件によれば，英系銀行は在日英連邦諸国民との円建取引が認められ，
オランダ系銀行は在日オランダ人との円建取引が認められる。また，SCAPの
認めた外国商人との円建取引も認められる。但し，外国為替の売却，日本人や
日本商社との直接取引は認められていない。
　このように，認可の時点で日本人との取引や外国為替取引は認められていな
かったが，制限付民間貿易の再開に伴い，漸次，制限が緩和されることとなる。
（B）米系2行の新規進出
　SCAPは，英・蘭系4行の支店再開認可から間もない，1947年7月22日，米
系のバンク・オブ・アメリカ（Bank　of　Amer1ca　N．T．and　S．A．，1904年設立，
本店サンフランシスコ），7月311ヨ，同じく米系のチェース・ナショナル銀行
（Chase　Natioml　Bank，1877年設立，本店ニューヨーク）にそれぞれ東京支店
開設の認可を与えた㈱。
　上記2行の日本進出は，戦前，戦後を通じて初めてであったが，業務内容は
占領軍々人を対象に，日米問の送金為替，およびSCAPの認めた商社との円
またはドル建取引に限られていた。
　また，SCAPは，1947年8月2日，紐育ナショナル・シテイ銀行に大阪支店
再開のライセンスを与えた㈱。
　かくて，1947年8月15日の制隈付民間貿易再開時までに，SCAPのライセン
スを取得した外国銀行は次の8行9ヵ店に達した（カッコ内は支店名）鰯。
紐育ナショナル・シティ銀行
印度支那銀行
香港上海銀行
（東京，大阪）
（東京）
（東京）
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チャータード銀行　　　　　　　　　　　　　（東京）
和蘭銀行　　　　　　　　　　　　　　　　　（大阪）
蘭印商業銀行　　　　　　　　　　　　　　　（東京）
バンク・オブ・アメリカ　　　　　　　　　　（東京）
チェース・ナショナル銀行　　　　　　　　　（東京）
　上記外国銀行のうち，制限付民間貿易再關時までに実際に支店を開設してい
たのは，先発の紐育ナショナル・シテイ銀行と印度支那銀行の2行のみであっ
たが，残り6行中，蘭印商業銀行を除く5行が，1948年2月末までに支店を開
設した㈱。
　戦後，日本と諸外国（主に米国）との間で物資の交易がはじまって以来，わ
が国の外貨資金は米国政府あるいはSCAPが管理し，日本の対外決済資金に充
当していた。当初，この外貨資金はニューヨークのケミカル銀行（Chemical
Bank狐d　Trust　Company，1824年設立，本店ニューヨーク）本店に關設された
米国陸軍省の国庫信託基金（Trust　Fund，1945年10月頃開設）の中で整理され
ていた。この資金は，1947年8月，制限付民聞貿易の再開に伴い，紐育ナショ
ナル・シテイ銀行など外国銀行東京支店に開設されたSCAP商業勘定（SCAP
Commerda1Accomts）へ順次移され，1951年8末には移動を完了して，ケミ
カル銀行の口座は閉鎖された㈱。
　SCAPが，！947年8月以降，49年1月までに，外国銀行東京支店に開設した
SCAP商業勘定は次の如くである制。
SCAP商業勘定NO．1（米ドル預金）：紐育ナショナル・シティ銀行東京支店
SCAP商業勘定Nα2（米ドル預金）：バンク・オブ・アメリカ東京支店
SCAP商業勘定NO．3（米ドル預金）：チェース・ナショナル銀行東京支店
SCAP商業勘定NO．4（米ドル預金）：香港上海銀行東京支店
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SCAP商業勘定NO．5（米ドル預金）
SCAP商業勘定NO．6（米ドル預金）
SCAP商業勘定N0．7（米ドル預金）
：チャータード銀行東京支店
：和蘭銀行東京支店
：蘭印商業銀行東京支店
　他方，SCAPは，1947年8月15日，制隈付民闘貿易の再開に伴い，外国銀行
在日支店の業務範囲を拡大し，日本の外国貿易に関連したすべての業務を認め
る旨，8月21日に発表した鯛。ただし，取引対象はSCAPの正当な代表者及び
SCAPが認可した外国商社に限られ，日本人との取引は，この時点では依然認
められていなかった。
　また，SCAPは，1947年9月，香港上海銀行に神戸支店開設のライセンスを
付与し，翌10月，中国銀行（Ba皿k　of　China，19ユ3年設立，本店上海）の東京支
店開設を認可した㈱。申国銀行は駐日中国政府代表部，中国政府機関，及び
SCAPの認可した商社との円建取引が認められた。また，日本の対外貿易に関
連した業務も認められた。
　中国銀行の認可により，1947年末までにSCAPのライセンスを取得した外
国銀行は9行11ヵ店（東京8，大阪2，神戸1）となった。1948年2月には，
和蘭銀行東京支店の開設が認可された副。
（C）外国銀行の業務範囲の拡大
SCAPは，1948年6月15日，在日外国銀行に対して，新たに次の6項目の業
務取り扱いを認める旨，発表した闘。
①円預金を日本政府短期証券に投資すること
②外国人の戦前の在日資産の回収・管理の代行
③1941年12月7日に存在していたあらゆる円預金，保護預かり項目，その他
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　の資産を回収し，受入れること
④日本における，SCAPの認可した企業に対する円貨貸付
⑤占領軍軍人・軍属及び認可を受けた商人に対する外貨手形の売却
⑥占領軍軍人・軍属，SCAPの認可した企業・商人のための海外証券買付け
　または充却の注文の取次ぎ
　このように，外国銀行の業務は拡大され，外貨手形（外国為替）の売却も可
能となったが，未だ，日本人及び日本企業との取引は認められていない。
　1948年11月15日のSCAP発表によれば米系の紐育ナショナル・シティ銀行
とバンク・オブ・アメリカは，同年10月ユ8日に横浜支店を關設した㈱。これに
関するライセンスがいつ発給されたかは明らかでないが，SCAPの公表である
ので，当然SCAPのライセンスを得ていたものと考えられる。さらに，1949年
4月20日，SCAPは，印度マーカンタイル銀行（Mercanti1e　Bank　of1ndia，1893
年設立，本店ロンドン）の東京，大阪両支店開設にライセンスを与えた㈱。
4．輸出振興のための優先外貨制度
　SCAPは，日本の経済復興のため輸出促進が重要と考え，1949年6月24日
「輸出促進のための外貨資金の購入に関する覚書」（SCAPIN－2020）を発した。
これをうけて政府は同年7月15日「輸出振興のための外貨資金の優先使用に関
する政令」（昭和24年政令第266号）を公布した。
　この政令の規定（付則第2項）によって，7月15日，「優先外貨」の記録事
務を取り扱う「外国為替銀行」として，下記の通り，在日外銀9行（20ヵ店）
及び邦銀19行（164ヵ店）が指定された。戦後，外銀と邦銀に同一業務を行な
うことが認められたのは，これが初めてである。
バンク・オブ・アメリカ
中国銀行
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印度支那銀行　　　　　　　　　　　　（東京）
チャータード銀行　　　　　　　　　　（東京，撞涯，埜已）
チェース・ナショナル銀行　　　　　　（東京，大阪）
香港上海銀行　　　　　　　　　　　　（東京，橦邊，神戸）
紐育ナショナル・シティ銀行　　　　　（東京，塑垂，大阪）
和蘭銀行　　　　　　　　　　　　　　（東京，大阪）
蘭印商業銀行　　　　　　　　　　　　（東京，埜亘）
（注）　アンダーラインを付した支店は，1948年初～48年6月15日に認可されたものであ
　る」。
　なお，「優先外貨」記録事務を扱う銀行として指定された本邦銀行19行164ヵ
店については本邦外国為替銀行の項で言及する。
5．外為法施行後の外国銀行
　1949年秋にSCAPが貿易制限の撤廃と外国為替及び外国銀行に対する管轄権
を日本側へ移管する旨表明したのをうけて，政府は1949年12月1日，「外国為
替及び外国貿易管理法」（昭和24年法第228号，以下，外為法）を公布・施行し
た。この結果，外国銀行（外銀）も本邦銀行（邦銀）も「銀行法」（昭和2年
法第21号）に基づく銀行営業免許のほか，外国為替業務を営むためには・外為
法に基づく大蔵大臣の認可を必要とするに至った。但し，戦後の外銀は戦前と
は異なり，「銀行法第32条ノ規定二依ル銀行ノ特例二関スル件」（昭和2年勅令
第328号）が1945年11月に廃止されていたため，「10万円相当ノ国債」を政府へ
供託する必要はなかった（昭和20年大蔵省令第101号）。
　戦後，外国銀行（在日支店）はSCAPのライセンスをうけ・SCAPの認可条
件に従って営業しており，日本政府の監督権限の外にあった。それ故，外国銀
行は1949年7月に日本政府から，「輸出振興のための外貨資金の優先使用」に
関する外国為替銀行の指定を受けていたものの，「外国為替銀行の臨時措置等
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に関する政令」（昭和24年政令第353号）は適用されていなかった。しかし，日
本の為替管理を有効に行なうためには，外国銀行を日本政府の監督下におくこ
とが望ましいと考え，外為法の施行を機に，SCAPは外国銀行に対する管轄権
を日本側へ移管したのである。このため政府はそれまでにSCAPのライセン
スを受けていた外国銀行10行23カ店に対して，1949年12月28日，銀行法に基づ
く銀行営業免許ならびに外為法に基づく外国為替業務の認可を与えた（但し，
営業開始日は両者とも1950年1月1日）㈱。しかし，これらの免許・認可は，
日本政府の自由裁量によるものではなく，いわば現状追認的な措置であっ
た㈲。
　1949年12月28日に，日本政府が銀行営業の免許及び外国為替業務の認可を与
えた外国銀行は次の通り。
バンク・オプ・アメリカ　　　　　　　（東京，横浜，神戸）
　チャータード銀行　　　　　　　　　　（東京，横浜，大阪，神戸）
　チェース・ナショナル銀行　　　　　　（東京，大阪）
　中国銀行　　　　　　　　　　　　　　（東京）
香港上海銀行　　　　　　　　　　　　（東京，横浜，神戸）
印度支那銀行　　　　　　　　　　　　（東京）
印度マーカンタイル銀行　　　　　　　（東京，大阪）
紐育ナショナル・シティ銀行　　　　　（東京，横浜，大阪）
和蘭銀行　　　　　　　　　　　　　　（東京，大阪）
蘭印商業銀行　　　　　　　　　　　　（東京，神戸）
（注）アンダーラインを付した支店は，1949年7月15日一12月28日間にSCAPの認可を
　得たものである。
　その後，平和条約発効までに，日本政府は新たに，インド銀行（Bank　of　In－
dia，1906年設立，100％国有，本店ボンベイ，東京支店認可は1950年5月15
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支店認可 46．547．948．7 49．8 50．1時期 ～ ～ ～ ～ ～
銀行名 47．848．649．7 49．12 52，4
紐育ナショナル・シテイ銀行 東京，大阪 横浜 名古屋
印度支那銀行 東京
香港上海銀行 東京 神戸 横浜 大阪
チャータード銀行 東京 横浜，神戸 大阪
和　　蘭　銀　　行 大阪 東京 神戸
蘭印商業銀行1東京 神戸 大阪
バンク・オブ・アメリカ 東京 横浜，神戸
チェース・ナショナル銀行 東京 大阪
申　　国　銀　　行 東京 大阪
印度マーカンタイル銀行 東京，大阪
印　　度　銀　　行 東京，大阪
朝　鮮　銀　行2 東京，大阪
認可銀行累計（支店数） 8（9） 9（12） 9（20） 10（23） 12（32）
（注1）蘭印商業銀行は1950．7，14ナシ冨ナル・ハンデルス銀行に改称した竈
（注2）朝鮮銀行は1950．8，8韓国銀行に改称した。
日）臼O，朝鮮銀行（Bank　of　Kore孔1950年設立，本店ソウル，東京支店認可
1950年5月20日）㈹の2行に銀行免許及び外国為替業務の認可を与えたほか，
既設外銀の7支店増設にも同様の免許・認可を与えた。しかしながら，当時は
依然として占領下にあったわけで，日本政府の免許・認可に十分な主体性が
あったとはいい難い。当時，わが国の金融機関はすでに多すぎるとの認識を当
局がもっていたからである㈱。平和条約発効時に，銀行免許ならび外国為替業
務認可をえていた外国銀行は12行32ヵ店に達していた。これらの銀行を支店認
可時期別に示せば第11表の通りである。これら外国銀行は，1951隼中に総額8
億93ユ2万円の純利益をあげていたが㈱，同隼末における資産・負債は第12表の
通りである。
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第12表外国銀行在日支店総合貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　（195I年末現在）
科　　目 （百万円〕
、’（千ドル）
（千ポンド）
　＝回　　　回（百万円）
????
???????????????????????????????????
?????????????．?????????． ?????．???．???．????????? ??????????．??．??，???????．??????????????．?????
合　計 74，133 709，14624，843 354，461
????
????????????????，?????????．???????????
??????????????????．??，???????．???．???，???．??????．????? ???．???????????．??，???．???????????????，??????．?????
合　　計 70，322 719，53821，609 354，46ユ
（出典）大蔵省銀行局『第1回銀行局金融年報』昭和27年
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第13表戦後における日本銀行本店と外国銀行東京支店との取引開始日
当座預金 手形割引 手形貸付
????ョ?????ィ????????????????????ェー????ョ??????????????????????????????????ー??????????????????????????????????????ャー?ー???
?．?????．??．?，???，???．??．???????????．??．?????．??．?????，?，? ，? ? ． ?．?? ?，???，???．??．?．??．?．??．????????．?．?
（出典）　日本銀行『日本銀行沿箪史」第4集，第6巻，1970年、58ぺ一ジ。
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6．外国銀行と日銀取引
　戦後，いち早くSCAPのライセンスを得て東京支店を再開した紐育ナショ
ナル・シティ銀行が，支店關業と同時に日銀本店に当座預金勘定を開設したこ
とは，すでに述べた。その後，SCAPのライセンスを得て東京に進出した外国
銀行は・何れも占領期に日銀本店に当座勘定を開設した（第13表参照）。また，
大阪，神戸，名古屋に支店を關設した外国銀行は，それぞれ同地の日銀支店に
当座勘定を開設した。
　また，多くの外国銀行は，B本銀行と手形割引（一部には手形貸付も）契約
を締結した。1949年12月及び翌50年1月，輸出取引及び輸入取引がそれぞれ民
間貿易へ移行したのに伴い為替取引が発生するに至ったため，外国銀行も円資
金が必要になったのである。政府は，輸出入促進のため，貿易取引関連手形を
金融面で優遇していたが，外国銀行もこの制度を利用して円資金を調達したわ
けである。貿易手形は，1952年から輸出前貸手形と輸入決済手形とに分けられ
た。
　貿易金融優遇制度一般は，本邦銀行も外国銀行も同じように利用していたが，
米系3行に限りとくに，認められたものに，「外国石油商社の石油取引資金融
通措置」がある。1950年1月，戦後禁止されていた原油の輸入が再開され，外
資系と並んで民族資本系石油精製業者も原油の輸入精製を開始した。原油の輸
入金融について，外資系の精製業者は，輸入先からの信用供与（シッパーズ・
ユーザンス）を受けることができたが，民族資本系の出光興産や丸善石油等は
信用力の不足からそうした信用供与をうけることが困難であった。そこで，本
邦為替銀行11行が保証状（スタンド・バイ・クレジット）を発行し，これに基
づいて，バンク・オブ・アメリカなど米銀が外貨で原油輸入代金をファイナン
スしたのである㈱。
　一方，外国石油商社（スタンダード石油及びシェル石油）は，従来，輸入精
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油の取扱いが主であったが，後に国内精油業者からの精油の引取りも本格化し
てきた。この結果，これら外国石油商社が，国内精油業者からの石油引取資金
を調達するため，バンク・オブ・アメリカ東京支店等あてに振り出した単名手
形を担保とする貸付を行なうこととした。米系3行のこの種手形は，貿易手形
に準ずる手形㈱として処理されたのである。
w．外国為替管理委員会
1．外貨資金移管の準備段階
　終戦以来，わが国の外貨及び外国為替はすべてSCAPの管理下にあり，そ
の受入れ，払出し，保管業務はSCAPの認可した外国銀行がSCAPの代理人
として行なってきた。しかし，経済の安定と貿易の復活に伴い，SCAPは外貨
資金管理の権隈を日本側へ移管する方針を固め，平和条約の発効をまたずに，
自発的，段階的に移譲を実施した。
　SCAPは，1949（昭和24）年2月2日，日本政府に対して，日本側において
貿易資金及び外国為替の整備・管理を担当する機関として「外国為替管理委員
会」（Foreign　Excha㎎e　C㎝tro1Board）を設置するよう指令した（SCAPIN－
1968）。外貨管理権の日本側への移管第1歩である。これをうけて政府は，同
年3月16日「外国為替管理委員会令」（昭和24年政令第353号）を公布し，外国
為替管理委員会（以下，外為委）を設置し，初代委員長に木内信胤を任命した。
外為委は平和条約発効後の1952年7月末まで存続した。
　外為委には次のような任務が課せられた。
①貿易その他為替取引に基づく国内及び国外の政府資金を管理すること
②貿易及び貿易外取引に関する事務手続き並びに統一的決済制度を確立し，
　その承認の基準を決定すること
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③外国為替政策の立案に関し，勧告を行なうこと
④外国為替の保有，移動及び契約高などについて完全な記録を保持すること
⑤日本及び外国の銀行や税関が為替管理に関して参与する範囲を定めること
　外為委の事務所は日本銀行本店内に設置され，為替取引など実務的なことは
日本銀行が担当した。
　一方，SCAPは，貿易の正常化に備えて，ユ949年4月23日，1ドル＝360円
の単一為替レートを決定した。これをうけて政府は同年4月25日，大蔵省告示
第237号をもってこれを公示した。政府は，同年6月24日，英ポンドに対して
も，1ポンド＝1450円80銭の為替相場を告示したが，9月18日，英ポンドの対
米ドル・レートが，30．5％（£ユ＝＄4．03→＄2．80）切り下げられたので，9月
19日，ユポンド＝1008円に改訂した。
　外為委は，早速為替管理の再編成及び外貨資金の移管準備に着手し，大蔵省，
商工省（通商産業省の前身），経済安定本部（経済企画庁の前身），日本銀行等
と協力して，自主的な為替管理体制の構築を推進した。まず，1949年5月，外
貨資金の受け皿として「貿易特別会計法」（昭和24年法第41号）に基づいて
「外国為替資金」が設けられ，外為委がその運用に当たることとなった。
　次いで，1949隼11月，外為委はSCAPからSCAP商業勘定の経理の移管を
受けたが，SCAP商業勘定の外貨経理の実務は日本銀行に代行させることとし
た。
、1949年12月，一外為法，「外国為替特別会計法」．（昭和24年法第227号），「外国
為替管理委員会設置法」（同年法第229号，以下，外為委設置法）の制定・公布
並びに外為法に基づく「輸出貿易管理令」（昭和24年政令第378号）の施行など
法令の整備がなされた。外為委は，外為委設置法により，総理府の外局となり，
その任務が下記のように，具体的に明示された。
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①外国為替売買相場及び取扱手数料の決定（大蔵大臣の承認が必要）
②外国為替銀行のコルレス取決めの承認
③外国為替特別会計の運営，外貨資金の集中及び運用
④標準決済方法の決定及び主務大臣による標準外決済の許可に対する同意
⑤短期信用取引に対する認可
⑥外貨資金保有の認可
⑦外国為替予算残額の確認
等であったが，これを要約すれば，外貨資金の管理運営及び直接これと関係の
ある事項が外為委の権限とされた。しかし，外貨資金の管理権隈が，SCAPか
ら外為委に即時全面的に移譲されたのではなく，次のように2段階を経て行な
われた。
2．外貨資金移管の第1段階
　外為委は，1949年12月29日，SCAPから外貨資金管理に関する全権委任状の
交付を受け，外為委勘定（FECB　A／C）の開設に着手した。SCAPが在日外銀
に預託していた外貨資金のうち，6，700万ドル相当（米貨5，300万ドル及び英貨
500万ポンド）がSCAP商業勘定（SCAP　Commercial　A㏄omt）からSCAP代理
外為委勘定（ForeignExcha㎎eC㎝trolBoardoftheJapaneseGovemment
A㏄o㎜t　for　the　A㏄o㎜t　of　SCAP；SCAP　FECB　A／C）へ名儀変更がなされた。
　米ドル資金5，300万ドルについては，全権委任状の交付と同時に在日米銀3
行のSCAP商業勘定から，SCAP代理外為委勘定へ振り替えられた。英ポンド
については，在日英銀3行㈱のロンドン支店のSCAP商業勘定から500万英ポ
ンドがSCAP代理外為委勘定へ移管されることとなっていた。しかし名儀変
更に必要な英国為替管理法上の手続きが整うまでの間SCAPの管理するSCAP
商業勘定と区別するため，SCAP商業勘定“J”と呼ばれていたが，1950年3月
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10日正式にSCAP勘定からの移管が完了し，外為委が運営することとなった。
　このように，米ドル資金についても，英ポンド資金についても，SCAPから
日本側に外貨の管理運営が移管されたが，勘定の名儀は，外為委勘定ではなく，
「SCAP代理外為委勘定」という中途半端なものであった。
　1950（昭和25）年1月1日，外為法及び輸入貿易管理令（昭和24年政令第
414号）の施行とともに，民問輸入貿易が再開された（民聞輸出貿易は1949年
12月1日に実施）。これを機に外貨資金の運営と各種オープン勘定の運用に関
する権限が日本政府に移管され，外為委がその管理運営に当たることとなった。
この結果政府輸入は廃止されて，民闘輸入のみとなり，わが国の貿易は戦後4
年余を経て初めて正常な姿に復した。しかし，当初は外貨不足が深刻であり，
そのため外貨予算（1950年1月導入）の編成は極度に窮屈であり，また協定貿
易を原則としていたため，非協定国との貿易は求償取引に限定されるなど，輸
入の拡大は困難な状況におかれていた。
　外為委は1950年1月20日，日本銀行に対して，米ドル資金の運用並びにこれ
に伴う一切の行為について外為委の代理人としての権限及び日本銀行が更に復
委任する権限を付与する旨の委任状（Power　of　Attomey）を交付して外貨運
用の実務を担当させた。外為委が日本銀行に与えた委任状は外為委がSCAP
から交付を受けた全権委任状と全く同一内容のものであった。その意味で日本
銀行は外為委の完全な実務代行機関であった。さらに，外為委は1950年1月31
日付をもって甲種為銀（都銀u行，4月11日興銀が追加され12行，及び在日外
銀12行）に対しても，外為委名儀の外貨勘定の運営に関する委任状を同年2月
2日に交付した。
　1949年11月1日にSCAPは6，700万ドル相当（現金勘定）を日本側へ移譲し
たが，このほかにオープン勘定（総額ドル建33勘定貸越残高1，612万6，000ドル，
英ポンド建4勘定借越残高89万9，000ポンド）があった。しかし，これらオー
プン勘定の引き渡しは，SCAPにおいて残高の照合・確定に若干の日時を要し
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たため，現金勘定の引き渡しとは切り離して処理された。
　そして各相手国との照合をまって残高の確定したものから逐次引き渡された。
すなわち，ユ950年1月201ヨのベルギー通貨地域勘定を皮切りにスウェーデン，
ソ連，オーストラリア等が引き渡され，同年3月31日に至って，残高未確定の
ものについても，そのまま一括引き渡しがなされた㈱。
　外為委は，1950年6月30日，外貨資金の効果的な管理・利用を図るため，
「外貨資金の集中に関する省令」（昭和24年大蔵省令第97号）に基づいて「外
国為替等集中規則」（昭和25年外為委規則第4号）を定めた。これによって本
邦居住者は取得した外貨を外国為替銀行または両替商に売却することが義務付
けられた。又，外国為替銀行は日本銀行から要請があれば，ただちに外貨を外
国為替特別会計へ売却しなければならない，とされた。
3．外貨資金移管の第2段階
　1951年8月16日，米ドル資金の日本政府への完全移管が実施され，SCAP代
理外為委勘定（Foreign　Excha㎎e　Contro1Board　of　the　Japanese　Govemment
Acco㎜t　for　the　A㏄ount　of　SCAP；SCAP　FECB　A／C）は臼本政府代理外為委勘
定（ForeignExchangeC㎝tro1BoadoftheJapaneseGovemm㎝tA㏄ount；
FECB　A／C）と改称された。これに伴い，外為委は日本銀行に交付していた委
任状を更新した。臼本銀行は甲種為銀24行㈱（本邦為銀12，在日外銀12）を復
代理人に指名した。
　また，英ポンド資金に関して，外為委は，同月同日，その運営とこれについ
ての一切の権限を付与した委任状を日本銀行へ交付し，日本銀行は，米ドル資
金の場合と同様，甲種為銀24行を復代理人として指名した。その2か月後の10
月2日，英ポンド資金の日本政府への完全移管が実現した。これに伴い，日本
銀行もまた甲種為銀に対して復代理人の指名を更新した。
　こうして，わが国外貨の管理権は1951年に完全に日本側へ移管され，また本
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邦為銀は外為委の復代理人として，外国為替業務を行なうこととなった。
4．コルレス網の構築
　1949年11月1日，SCAPから6，700万ドル相当の外貨資金（米貨5，300万ドル
および英貨500万ポンド）が日本側へ移管され，外為委は，1949年12月29日付
をもって，預金の授受，外国為替の売買，世界中の銀行を通ずる資金の操作な
ど一切の外貨資金の操作を（当分の聞はSCAPの代理人として）行なう権限
を委任された。そこで，外為委は，コルレス先外銀への外為委名儀外貨預金を
分散するため，SCAPの了解をえて，上記6，700万ドルのうちまず5，300万ドル
を，1949年12月，下記米系3行の東京支店へ預入した㈱。
The　Nationa1City　Bank　of　New　York，Tokyo－
Bank　of　America　N．T．＆S．A．，Tokyo．
The　Chase　NationaI　Bank，Tokyo．
1，300万ドル
1，800万ドル
2，200万ドル
　また，1950年1月，オランダ系の2行（和蘭銀行及び蘭印商業銀行）の東京
支店にも米ドル勘定を開設した。続いて，同年2月，ニューヨークのバンク・
オブ・マンハッタン（Ba皿koftheManhattanCcmpany）を含む在米8行とコ
ルレス契約を締結し，ドル勘定を開設した。その後，同年3月一10月迄に，
英・仏系3銀行の東京支店及び在米3銀行にもドル勘定を開設し，翌51年3月
一11月には，英・印系2銀行の東京支店及び在米7銀行とコルレス契約を締結
し，それぞれドル勘定を開設した。
　一方，英ポンドに関しては，米ドルと同様SCAPの了解の下，1950年1月，
下記在日英系3行のロンドン店へ500万ポンドが預入された。
The　Hongk㎝g　and　Shanghai　Banking　Corporati㎝，L㎝don．225万ポンド
The　Chartered　Bank　of　Indi固，Austra1ia　and　China，Lond㎝．200万ポンド
The　Mercanti1e　Bank　of　India，L㎝don．　　　　　　　　　75万ポンド
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英ポンド預金の預託先が在日英銀のロンドン唐（本店又は支店）とされたのは，
当時英国の為替管理法上の制約から，在日支店で英ポンド預金の受入れが認め
られなかったためである。
　次いで，50年3月，米系2行（紐育ナショナル・シテイ；チェイス・ナショ
ナル）のロンドン支店にポンド勘定が開設された。その後，50年5月～10月申
に，インド銀行，印度支那銀行，バンク・オブ・アメリカ各行のロンドン支店，
及び在英2行（ナショナル・プロビンシアル；ロスチャイルド）にそれぞれポ
ンド勘定が開設された。このうち，在英2行はオランダ系2行（和蘭銀行・蘭
印商業銀行）にロンドン支店がなかったため，それぞれのロンドン・コルレス
先銀行が代わってポンド預金を受け入れたものである。
　さらに，1952年4月に至り，ナショナル・ウエストミンスター銀行はじめ在
英9行とコルレス契約が成立し，それぞれポンド勘定が開設された。
　以上，外為委が開設したコルレス勘定を総括すれば，第14表の通り，米ドル
預託先28行（在日外銀10行，在米銀行18行），英ポンド預託先19行（在日外銀
のロンドン店8，在英銀行11行）であった。
V皿．本邦外国為替銀行
L　制限付民問貿易の再開
　1945（昭和20）年10月，SCAPの覚書（SCAPIN－74）に基づく政府の命令に
より，外国銀行，外地銀行及び特殊戦時金融機関は閉鎖された。横浜正金銀行
や民問銀行（普通銀行）は閉鎖機関に指令されなかったものの，すべての海外
拠点を喪失し，外国為替及び国際金融業務を停止した。
　民間銀行のうち，帝国，三菱，住友，安田の4大銀行は，1945年12月8日付
の「制隈会社の一覧表示達」に関する覚書によって，制限会社に指定され，従
来各財閥がこれらの銀行に対して有していた資本的な支配関係を除去する措置
　472
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第15表　制限付民間貿易開始時の本邦外国為替銀行???
　　名京大神寮撰墓都阪戸
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注）二重マルは本店。1948隼9月に北海道拓殖銀行が追加さ
　れた。
がとられた。また，日本興業銀行，日本勧業銀行，北海道拓殖銀行，農林中央
金庫，商工組合中央金庫など特殊銀行は政府出資の排除と，政府補償の打ち切
りによって国家的背景を失ない，日本興業，日本勧業，北海道拓殖の3行は普
通銀行に転換した㈹。横浜正金銀行は，その後SCAPの勧告に従って海外部門
を切り捨て，国内店舗を再編して，1946年12月，普通銀行「東京銀行」として
再出発した㈹。
　1947（昭和22）年8月，制限付民間貿易の再開に当たり，日本側では貿易庁
と大蔵省が協議のうえ，本邦銀行の戦前の実績を考慮して，9行51ヵ店を外国
為替銀行に指定した（第15表参照）。しかし，業務内容は，
①貿易庁あて開設された信用状の輸出業者に対する取次業務，
②船積書類の審査及び為替手形の振出し，
③貿易資金特別会計より支払われる円貨代り金の取扱い事務
に限られており，決して外国為替の取り扱いではなかった。
　当時，対外取引はSCAPの個別承認の下におかれており，SCAPのライセン
374
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スをもつ外国銀行が外貨業務を取り扱い，わが国の銀行は国内におけるその円
貨処理を行なうにすぎなかったのである。すなわち，外国銀行を通じて開設さ
れる信用状は，貿易庁より輸出業者の取引銀行（邦銀）を通じて輸出業者へ送
られ，輸出業者は貿易庁長官あて円貨代金請求書に船積書類を添付して，さき
に自己の選択した取引銀行へ提出する。一方，邦銀は貿易庁長官あて円貨代金
請求書を最寄りの日本銀行本支店へ送り，円貨代金を受け取ったうえ，これを
輸出業者に支払う，という方法で制限付民問貿易が行なわれていた。つまり，
輸出代金として入ってきた外貨は，日本側へは渡されず，依然としてSCAP
が管理し，輸入代金の支払いにあてていたのである。
　1947年8月15日に制限付民問貿易がはじまった後も，輸入はすべて国営貿易
であり，日本側は貿易庁が一括して扱った。しかし，輸入信用状の発行，輸入
為替の決済等，外国為替の分野はSCAPが担当し，わが国としては輸入為替
管理の間題は生じなかった。即ち，輸出品の円貨代金は貿易庁から支払われ，
輸入品の円貨代金は貿易庁が取り立てたのである。本邦銀行は，制限付民間貿
易の下で，輸出為替の取組みに関する国内手続事務を担当したが，これは正確
には，貿易資金の委託経理事務にすぎず，このため当時の邦銀はプロセシン
グ・バンク（processingbank）と呼ばれた。
　当時，外国為替相場が設定されておらず，1948年10月半ばから単一為替レー
ト設定時（1949年4月25日）までの問は，10月15日に輸出晶価格の決定を容易
にするために設定されたPCS（Price　Computing　System）と称する複数為替
レート方式により，輸出品の円建価格は1米ドルにつき最低50円から最高450
円まで段階的に設定された円貨換算レートによって算出されていたが，それは
国内公定価格を基準として決定されていたので，外貨建価格とは全く無関係で
あった。
　また，輸入物資の売却価格は1ドル330円程度の換算レートが使用されてい
た。ただし，！949年2月から国有繊維の売却実施に伴って再輸出用原綿及び原
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毛については！ドル250円の換算レートが適用された㈱。
　なお，海外送金，外国電報料支払，日本人の海外消費，持帰り金等について
は，次に示す軍用交換レートが適用された。
1945年9月23日以降
　47年3月12日　〃
　48年7月6日　〃
　49年4月25日　〃
1ドル当り
15円
50円
270円
360円
1ボンド当り
　50円
200円
1000円
1450円80銭
　1946年10月，第2次大戦後における戦時補償打切りに際し，これにより金融
機関の受ける損失を含理的に処理し，その再建を図るため「金融機関再建整備
法」（昭和21年法第39号）が公布・施行された。この関連で，旧財閥系銀行は，
ユ948年ユ0月1日，それぞれ次のように商号を変更した㈱。
三菱銀行一→千代田銀行
住友銀行一→大阪銀行
安田銀行一→富士銀行
野村銀行一→大和銀行
　また訂旧財閥系の信託会社はユ948年8月2日信託銀行への転換に際し，次の
ように商号を変更した㈱。
三井信託株式会社一→東京信託銀行
三菱信託株式会社一→朝日信託銀行
住友信託株式会社一→富士信託銀行
安田信託株式会社一→申央信託銀行
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2．輸出振興のための優先外貨制度
　すでに述べたように，ユ949（昭和24）年6月24日付SCAPの覚書
（SCAPIN－2020）をうけて，同年7月15日「輸出振興のための外貨資金の優
先使用に関する政令」（昭和24年政令第266号）が公布された。この政令により，
優先外貨の記録事務を取り扱う「外国為替銀行」として，既述の外銀9行20ヵ
店と並んで，下記の邦銀19行164ヵ店が指定された。
〈優先外貨取扱銀行〉
東京銀行
日本勧業銀行
帝国銀行
千代田銀行
第一銀行
大和銀行
大阪銀行
三和銀行
（27店）
（6・）
（14店）
（18〃）
（20〃）
（7・）
（16・）
（10・）
北海遭拓殖銀行（6〃）
富士銀行　　　（12〃）
東海銀行　　　（8店）
神戸銀行　　　（5〃）
埼玉銀行　　（1店）
東京信託銀行（4〃）
富士信託銀行（3〃）
朝日信託銀行（1〃）
静岡銀行　　　（4〃）
協和銀行　　　（1〃）
北陸銀行　　　（1〃）
　1949年8月15日，日本興業銀行（1ヵ店）も，外国為替管理委員会の承認を
えて，優先外貨の記録事務を取り扱うこととなった。
優先外貨制度の下における本邦外国為替銀行の業務は，
①輸出荷為替あるいは船積書類の金額に応じて優先外貨資金を記録する事務，
②外貨資金の使用の申請者の依頼に基づき証明書を発行する事務，及び
③優先外貨資金に関する報告事務，
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に限られており，決して外国為替の売買を行なうことはなかったので，依然プ
ロセシング・バンクの域を出なかった。
3．外国為替銀行の臨時措置等に関する政令
　1949年9月30日，SCAPが11月1日を期して外貨資金の管理を外国為替管理
委員会へ移管する旨通告してきたので，政府は外貨管理を有効に実施するため
に必要な外国為替銀行などの規制及び外貨資金の集中などに関する臨時措置と
して，1949年10月25日「外国為替銀行の臨時措置等に関する政令」（昭和24年
政令第353号）を公布した。
　この政令に基づいて，大蔵大臣は同年ユ1月8日大蔵省告示第898号により，
次の11行143ヵ店（11月20日，17ユカ店を追加）に外国為替銀行としての認可を
与えた。
千代田銀行（18ヵ店）
三和銀行　　（10ヵ店）
第一銀行　　（20ヵ店）
東京銀行　　（27ヵ店）
大和銀行　　（7ヵ店）
東海銀行　　（8ヵ店）
富士銀行　　（12ヵ店）
帝国銀行　　（14ヵ店）
大阪銀行　　（16ヵ店）
神戸銀行　　　（5ヵ店）
日本勧業銀行（6ヵ店）
　また，11月8日，大蔵省告示第899号により，日本交通公社（69ヵ店）が両
替商として認可された。
　外国為替銀行は，外国通貨または外国為替の売買業務，外国へ向けた信用状
の発行及び日本と外国との間における支払または取立の受託ならびにこれに付
帯する業務が認められる。但し，海外の銀行と継続的に外国為替業務に関する
取引を行なう契約（コルレス契約）を結ぶときは，大蔵大臣の許可を受けなけ
ればならない，とされていた。
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　さらに，上記政令第353号に基づいて，「外貨資金の集申に関する省令」（昭
和24年大蔵省令第97号）が11月1日に公布され，いわゆる外貨集中制が導入さ
れた。これにより外国為替銀行等はその取得した外貨を「外国為替資金」へ売
却し，また，対顧客取引において必要とする外貨資金を「外国為替資金」から
買入れなければならない，とされた。
　こうして，邦銀もようやく，プロセシング・バンクから脱皮し，本格的な外
国為替銀行へ進むこととなったが，新しい輸出入管理の策定との関連で為替管
理法の制定が予定より1ヵ月遅れ，12月1日公布されるに至ったため，本邦外
国為替銀行の誕生も12月1日にずれ込むこととなった。
4．外為法施行後の本邦銀行
　1949年12月1日，外為法が公布・施行された。同法により，外国為替業務を
営む銀行は大蔵大臣の認可が必要となったことはすでに述べた。当時としては，
為替管理の徹底を期し，効果を最大限に発揮するためには，獲得した外貨を十
分に確保し，これを効果的に使用しうる機構が必要であるため，外為法におい
ても外国為替業務を行なう機関を限定する方式（為銀主義）を採用している。
その背景にはつぎのような要因があった。
①戦後，本邦銀行の資力が乏しく，自ら必要な外貨資金の調達が困難であっ
　たこと
②国の保有する外貨資金も不十分であったこと（SCAPから政府へ移管され
　た外貨はわずか6700万ドルであった。）
　以上の理由により，「外国為替銀行の臨時措置等に関する政令」に基づいて
認可された外国為替銀行11行314ヵ店及び両替商1社69ヵ店を，外為法に基づ
く認可を受けたものとして扱うこととした。本邦為替銀行11行はいずれも，い
わゆる都市銀行であった（1950年4月11日，日本興業銀行4ヶ店を遣加）。
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5．本邦外国為替銀行
　外為法に基づいて，大蔵大臣の認可をえた銀行が外国為替銀行（為替銀行又
は為銀）であるが，「外為法第ユ0条及び第14条の規定の施行に関する省令」（昭
和24年大蔵省令第102号）において，「外国為替業務とは，業として行なう対外
支払手段の売買，発行，及び本邦と外国との間における支払または取立の依頼
の引受けならびにこれらの業務に付帯する業務をいう」とされていた。しかし，
一般には，外国為替の売買，信用状の発行，委託支払，為替の取立または取立
の引受け等がその主なものであり，さらに外為法により，輸出の認証，輸入承
認の事務及びその他の確認事務などが認められていた。
　外国貿易が「信用状」（letter　of　credit）というきわめて普遍的な国際商業金
融の手段によって行なわれ，為替銀行（戦後日本においては甲種為銀）は信用
状を介した貿易代金決済にとって不可欠の機関であった。
　しかも，戦後日本では高度の為替管理の必要性と，国際取引の要件である迅
速性，正確性等が要請され，為替管理の技術的窓口事務の大部分が，商業銀行
たる為替銀行に委任されることとなった。したがって，為替銀行の業務は，為
替管理一これは貿易管理と密接不可分である一という公的側面と，本来
の商業的側面とをもつことから，為替銀行は，国際取引の仲介ならびに国際信
用の授受を主要な業務とし，しかも為替管理の主要な補助機関である，と規定
できる。為替銀行は，為替管理の面においては大蔵大臣の監督下に，貿易の面
においては通商産業大臣の監督下にあって，輸入信用状の発行，輸出手形の買
取り等の商業採算に基づく外国為替業務を含むもので，実務の内容は以下に列
挙する如くである。
①輸出認証
②輸出為替その他取立為替の買取
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③仕向取立為替の取立
④被仕向送金為替の支払
⑤外国為替の買予約
⑥外国為替資金特別会計との外国為替等の売買
⑦輸入承認
⑧信用状の発行
⑨輸入為替その他被仕向取立為替の決済
⑩外国為替の売予約
⑩仕向送金為替の売却
⑫優先外貨制度に基づく確認記録
⑬在日・在外外国銀行とのコルレス契約
　為替銀行相互聞の為替取引に関する契約・取決めをコルレス契約といい，
コルレス契約によって結ばれた為替銀行をコルレス銀行（correspondent
bank）という。コルレス銀行のうち，勘定を設けて為替資金を預託する先を
デポジトリー（depository）といい，勘定を設けない先をノン・デポジトリー
（non－depository）　という。
　コルレス契約の締結は銀行が外国為替業務を遂行するための前提条件となっ
ており，その内容は相互に相手方のために信用状の取次・確認，為替手形の買
取・引受・取立をしたり，預け・預かり，貸越し，信用供与または信用の享受
を行なうこと，ならびにその決済方法および預金勘定の処理等について取り決
めるものである。
　1949年12月以降，本邦銀行も外国銀行と同様に外国為替業務が可能となった
ことはすでに述べた。しかし，海外支店の設置は平和条約発効後に持ち越され
た。このため，本邦為替銀行は国際業務の遂行上，外国の銀行とコルレス契約
を結ぶことが不可欠であった。
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第16表邦銀コルレス先一覧表
工951年3月20日現在（米ドル
外銀名
?????． ???
第一 大和 富士 神戸 勧業 大阪 三和 藁京 東海 帝国 興業
NC，B 1 ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
BoiA 2 ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○
C．N．B 3 O ○ ○ O ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○
HSBC 4 O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○
CB1AC、 5 ○ O O ○ ○ ○ ○■ ○
NH，M、 6 ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ O ○
NH 7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
M．BI 9
L－1nd㏄hm直 1o ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○
BofI皿dI自 20
Ba皿ker富Tm彗t 11 O
BmkoitheM茗皿ha甘且而12 ○ ○
ChemcaIBa皿k 工3 ○ ○
F1rstN茗o㎝al．Chloago14 ○ ○
Gu註閉tyTrust15 ○ ○ ○
JH㎝r｝Sohroder16 ○ ○ ○ ○ ○
1nmgTru畠t 17 ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○
Ma皿咀faotur砒s 18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
W訓盲F丑rgo 工9 ○ ○
眺hoPNatl㎝釦 2工 ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○
Ba皿止ofH茗w且11 22 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
英ポンド）
外銀名
????? ???
第一 大和 富士 神戸 勧業 大阪 三和 東京 東海 帝国 興業
N－CB 1 ○ O O ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○
B，ofA 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
CNB 3 ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○
HSBC 皇 ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
CBI且C 5 ○ O ○ O ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○MBI 9 ○ O ○ O O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
L’I皿d㏄hm直 1o ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
B．oilnd1a 20 ○ ○ ○ ○ ○ O ○ O ○ O ○ ○
HH．蛆独P閉i皿t1釦〕 23 ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○
NH、（Rot出竃th－ld） 2且 ○ O O ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
（出典）　日本銀行『日本銀行沿箪史』第4集第12巻495ぺ一ジ
ユ84
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　為替銀行は，外国にある銀行その他の金融機関とコルレス契約を結ぼうとす
るときは，外国為替管理委員会（外為委）の承認が必要であった。これが初め
て認められたのは1950年4月5日以降の在米銀行とのコルレス契約であり，4
月10日から取引が開始された。1952年6月2日からは在英銀行とのコルレス契
約も認められるに至った。
　コルレス契約の締結に当っては，相互に信用のおける銀行であることが第一
条件である。しかし，本邦為替銀行が戦後の海外事惰に疎く，また，1950年6
月に「外国為替等集中規員リ」が公布されるまでは，まだ外貨資金の保有も認め
られなかったので，自己勘定をもつことができず，外為委からの委任状
（Power　of　Attomey）により，外為委が外国銀行に開設している外為委名儀
勘定を自己のコルレス勘定の如く利用してコルレス先と取引を行なわざるをえ
ない状況にあった。1952（昭和27）年6月！6日以前においては，為替取引の行
なわれる都度，資金の受払いはこの勘定を通じて決済されたのである。いま，
195ユ年3月20日時点における本邦為替銀行と海外コルレス先との関係を示せば，
第16表の通りである。
6．乙種外国為替銀行
　外国為替銀行は，国際取引の関門であり，外為法第12条及び第13条において，
合法的な取引が外国為替銀行を通じてのみ決済されることを保証し，不正な資
金移動を防止する立場にある。為替銀行は，外国為替取引及びこれに付帯する
大部分の業務についての活動および海外銀行との直接取引が認められていたか
らである。
　民間輸出入貿易が軌道に乗り，為替取引が拡大するにつれ，わが国の外国為
替業務はこれまでの為替銀行23行（外銀12，邦銀11，後に日本興業を追加）の
みをもってしては，輸出の認証および輸入の承認等の事務に伴う輸出手形の買
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取，輸入信用状開設などの受信業務において処理の円滑を欠くとの見通しから
先発23行（甲種為銀）の補完的な機能を果たす為替銀行の必要性が高まり，乙
種外国為替銀行（通称，乙種為銀）が1950年1月31日以降，大蔵省告示により，
順次認可された。
　1950年1月以降，平和条約発効までの期問に認可された乙種為銀は次の通り
である。
〈1950年1月31日付〉
北海適拓殖銀行　　　（本店ほか5ヵ店）
北陸銀行　　　　（東京支店ほか2ヵ店）
埼玉銀行　　　　　　　　（東京支店）
静岡銀行　　　　　（本店ほか2ヵ店）
＜1950年4月11日付〉
朝日信託銀行　　　　　　（本店）
中央信託銀行　　（本店ほか2ヵ店）
富士信託銀行　　（本店ほか2ヵ店）
鹿児島興業銀行　　　　　（本店）
協和銀行　　　　（本店ほか1ヵ店）
東京信託銀行　　（本店ほか3ヵ店）
＜1951年4月21日付〉
福岡銀行　　　　　　（東京支店）
滋賀銀行　　（東京支店ほかユヵ店）
日本信託銀行　　　　　　（本店）
横浜興信銀行　　　　　　（本店）
＜1952年1月11日付〉
百五銀行　　　　　（名古屋支店）
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十六銀行　　　　　（名古屋支店）
親和銀行　　　　　　　　（本店）
＜ユ952年2月7日付〉
山口銀行　　　　　　　　（本店）
　これら乙種為銀の業務内容は「対外支払手段の売買，発行及び本邦と外国と
の間における支払または取立の依頼の引受けならびにこれらの業務に付帯する
業務，ただし，外為法第11条に規定する業務上の取決めに基づく取引を除く」
と規定されていた。したがって，外国にある外国銀行等とコルレス契約を緒ぶ
ことが許されない点が，甲種為銀との最も大きな相違点であった。それゆえ，
乙種為銀は，信用状の発行，被仕向送金為替の支払，被仕向取立為替の決済も，
すべて甲種為銀に取次ぐのみで，直接行なうことはできなかった。
　このため，乙種為銀は，顧客から外国通貨を買い取ったときは，これを甲種
為銀に売却し，顧客に売却するための外国通貨は甲種為銀から買い取ることを
要した。また輸出為替その他仕向取立為替の買取りまたは取立依頼の引受けは
認められていたが，これを外国にある銀行へ直送することは許されず，それを
国内において甲種為銀に売却するか，または取立の再依頼を要したのである。
　1952（昭和27）年4月28日平和条約が発効し，連合国軍による日本の占領・
管理は名実ともに終了した。この時点における，本邦甲種為替銀行は12行
323ヵ店，乙種為替銀行は18行46ヵ店，両替商は11社であった。
〈むすび〉
　太平洋戦争に敗北した結果，1945（昭和20）年8月から！952（昭和27）年4
月までの6年8ヵ月問，日本は連合国軍の占領・管理下にあった。日本が外国
勢力の支配下におかれたのは建国以来初めてのことであり，きわめて異常な時
期であったことはいうまでもない。こうした時期ゆえの，対外経済面における
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特徴的な点を以下に列挙して，本稿のまとめとしたい。
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／1）米軍票の国内流通を阻止
　日本の通貨当局は，戦時中の中国や南方における自らの体験にかんがみ，軍
票の流通がもたらすインフレーションや経済の混乱を回避するため，米軍票の
国内流通だけは回避しなければならないと考えた。このため，無条件降服で
あったにも拘わらず，日本当局はマッカーサー元帥の厚木到着以前に，先遣隊
をマニラに送り必死の働きかけを行なった努力が奏効したのである。いわば，
体を張って通貨主権だけは守り抜いたのであり，当時の当局者の勇気と英断に
は敬服させられる。占領下にあって，軍票の流通を阻止した例はきわめて少な
いものと思われる。
（2）貿易代金決済の内外分断方式
　占領下の日本は，諸外国との直接交渉は認められず，SCAPが対外関係の当
事者となった。しかし，対内的には，SCAPは日本国民を直接統治するのでは
なく，すべて日本政府への指令を通して施策を実行するという聞接統治であっ
た（但し，沖縄は直接統治）。　このため，貿易・為替面では内外分離方式が
取られた。即ち，日本側は政府（貿易庁）が「貿易資金」（円資金）を管理し，
日本の輸出業者への支払，輸入業者からの取立をすべて円貨で行ない，一方
SCAPは外国商社や外国銀行を使って輸出入を行ない，決済は自己の管理する
国庫信託基金又はSCAP商業勘定（外貨資金）で処理したのである。つまり，
内外の決済は別々に行なわれ，その閻為替取引は生じない，という奇妙な形態
であった。これは間接統治の反映に外ならない。
（3〕貿易等の管轄権の段階的移譲
　貿易，外貨資金，外国銀行の管轄権は当初はすべてSCAPの手中にあった
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が，日本側へ段階的に移譲された。権限の委譲を一拠に行なえば，経済活動に
混乱を生じる恐れがあるため，ソフトランデングを心がけたのである。
　貿易面では，当初は完全な国営貿易であったが，1947年8月に制限付民間貿
易へそして，49年末に完全な民問貿易へと移行した。また，為替面では，外
貨資金が国庫信託基金から，47年8月にSCAP商業勘定へ，次いで，SCAP代
理FECB勘定，→日本政府代理FECB勘定へと移管された。こうした配慮が
混乱の回避に役立ったことは明らかである。
（4）権限委譲の早期繰上げ
　各種の権限委譲が予定を繰り上げて早期に（ユ949年末），平和条約の発効前
に完了したことは注目に値する。この結果，占領は事実上4年4ヵ月で完了し
たのである。
　占領期がこのように短縮された背景には，SCAPの占領行政に対する日本当
局の協力もさることながら，戦後の国際情勢の急変がある。第2次大戦中，連
合国の一員であった中国に代わる共産中国の出現と中ソ同盟の成立が米ソ関係
を冷戦へと変容させたのである。このため米国としては，日本を早く経済的に
自立させ，自由主義陣営の一員としての役割を担わせようとの考えに変わり，
それが対臼政策を急転換させたのである。賠償の縮小，援助増大にそれが端的
に表れている。
（5）適切な日本当局の対応
　日本は経済の再建・自立をめざして，産業復興と輸出の促進を図った。とく
に，外貨資金面では，乏しい外貨を有効に使うため，外貨集申制，外貨予算制，
を中心とする厳しい為替管理を行なったのが有効であったといえよう。また，
ユ940年代後半のシャープ勧告による税制改革，ドッジ・ラインによる金融財政
面での厳しい引締め政策が奏効し，インフレ克服に成功した。1950年，朝鮮動
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乱を契機とする特需が日本経済をうるおし，その後の高度成長の推進力となっ
たのは幸運であったといえよう。　　　　　　　　　　　　　　　　（完）
　　（本稿は，1995年度商学部徳井研究振興基金の研究助成を受けて実施した
「戦後占領期における在日外国銀行の諸活動の研究」の研究成果の一部であ
る。）
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